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この提案はビケティが個人への

金銭的給付には「昔から抵抗があ

った」というほどラジカルであ

るO このIJし|半世紀の間急進的な新

自由主主義が世界を席巻し、付加

価値の資本と労働への配分比率を

劇的に変えた結果、円本も欧米と

|司様「相続の黄金時代J (ピケテ
ィ)となり、著者の提案は説得力

がある口生い立ちで教育機会に格

差が生じる社会となった現在、

「もし明日の機会平等を心配する

なら、きょうの結果の不平等を心

配しなければならなしりのだ。

砂 i21世紀の不平等J (アンソニ
ー・ B.アトキンソン著、東洋経

済新報社)

トマ・ビケティの師であるアト

キンソンは本吉で格差是正の15の
占法を提案している。そのなかで

今の円本が実行すべきは「成人時

点で全員に資本給付(最低限相

続)を立払うべきであるJという

提案6である。著者によれば「家
計資産の蓄積において、家計貯蓄

がほとんど貢献していなしリため

「何人資産の増大は資産価格の卜

昇によるもの」だからだ口

結亀弘、事撃

るオミめ役員に目線株主
報酬に現物株付与解禁

企
業
に
と
っ
て
ガ
パ
ナ
ン
ス
強
化
の
肝
の
1
つ
が
役
員
報
酬
改
革
だ
。
な
か
で
も
株
式
報
酬
は

役
員
が
株
主
と
同
じ
目
線
を
持
ち
や
す
く
な
り
、
中
長
期
的
に
企
業
業
績
を
高
め
る
イ
ン
セ
ン
テ

ィ
ブ
に
な
る
。

4
月
か
ら
現
物
株
を
役
員
報
酬
と
し
て
う
え
る
こ
と
が
解
禁
さ
れ
た
。
制
度
の
詳

細
や
期
待
さ
れ
る
効
果
な
ど
に
つ
い
て
、
報
酬
コ
ン
サ
ル
を
手
掛
げ
る
べ
イ
・
ガ
パ
ナ
ン
ス
日
本

の
代
表
取
締
役
・
マ
ネ
l
ジ
ン
グ
パ
ー
ト
ナ
ー
、
阿
部
直
彦
氏
に
聞
い
た
。

一
ペ
イ
・
ガ
パ
ナ
ン
ス
日
本

一

直

彦

氏

長
期
報
酬
で
あ
る
株
式

報
酬
に
は
、
ど
の
よ
う
な
種
類

が
あ
り
ま
す
か
。

「
主
に
3
つ
あ
る
。
ス
ト
ッ

ク
オ
プ
シ
ョ
ン
(
株
式
購
入
権
、

S
O
)
、
譲
渡
制
限
付
き
株
式

報
酬

(
R
S
)
、
そ
し
て
パ
フ

ォ
ー
マ
ン
ス
・
シ
ェ
ア

(
P
S
)

だ。

R
S
、
P
S
は
い
ず
れ
も

固定・変動

中長期計画や戦略目標達成

現金|のインセンティブ
変動

目的

長期報酬の種類

支給
形態

報酬|

阿
部現物

株
式
を
直
接
役
員
に
付
与

す
る
が
、
従
来
は
会
社
法
上
難

し
い
と
さ
れ
て
き
た
。
法
的
な

解
釈
の
整
備
と
2
0
1
6
年
度

税
制
改
正
に
よ
り
、
実
質
的
に

解
禁
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
」

R
S
、
P
S
そ
れ
ぞ
れ

の
壮
組
み
に
つ
い
て
教
え
て
く

だ
さ
い
。

固定

株価上詳のインセンティブ

中長期計画や戦略目標達成

のインセンティブ
変動

※1 :株式増加権。役員が同社株の運用益を現金で受け取れ

る権利

※2:ユニット型の場合は現金支給の場合あり

(注)ぺイ・ガバナンスの資料を基に作成

「
R
S
は
一
定
期
間
が
経
過

す
る
ま
で
売
却
で
き
な
い
と
い

う
制
限
を
付
け
た
株
式
だ
。
期

間
内
に
離
職
す
れ
ば
無
効
に
な

る
。
株
価
を
成
長
さ
せ
、
配
当

性
向
を
高
め
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ

ブ
が
働
く
。
離
職
防
止
に
も
つ

な
が
る
」
「
P
S
は
業
績
の
達
成
度
に

応
じ
て
報
酬
が
変
化
す
る
株
式

だ
。
最
初
に
取
り
決
め
の
範
聞

で
最
大
量
の
株
式
を
渡
し
て
お

き
、
達
成
度
に
応
じ
て
譲
渡
制

限
を
解
除
す
る
。
最
高
口
標
を

米関護望書轡報観的肉親

t部告

書簡

60.0 

マ
I
サ
ー
ジ
ャ
パ
ン

シ
ニ
ア
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

企
業
を
率
い
る
社
長
・
最

高
経
常
責
任
者

(
C
E
O
)

の
後
継
者
を
決
め
る
「
C
E

O
サ
ク
セ
シ
ョ
ン
」
で
最
初

に
決
め
る
べ
き
は
、
指
名
委

員
会
と
経
邑
陣
の
役
割
分
担

だ
。
指
名
委
員
会
は
ガ
パ
ナ

ン
ス
と
検
証
が
、
経
営
陣
は

サ
ク
セ
シ
ョ
ン
の
プ
ラ
ン
ニ

ン
グ
と
実
行
が
大
き
な
役
割

と
な
る
。
そ
の
後
は
次
期
神
長
に
求

め
ら
れ
る
要
件
(
能
力
、
経

験
、
人
格
等
)
を
定
義
し
、

そ
れ
に
基
づ
く
一
連
の
P
D

C
A
(
候
補
者
の
選
定
、
ア

セ
ス
メ
ン
ト
、
一
肯
成
プ
ラ
ン

の
検
討
・
実
行
、
全
体
検
証
)

の
プ
ロ
セ
ス
を
回
し
て
い
く

と
い
う
こ
と
に
な
る
。

次
期
社
長
に
求
め
ら
れ
る

要
件
を
明
確
化
す
る
こ
と

は
、
サ
ク
セ
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン

の
中
で
も
、
大
変
重
要
な
プ

ロ
セ
ス
だ
。
多
く
の
民
合
、

円
本
企
業
は
こ
の
要
件
を
問

達
成
す
れ
ば
全
株
売
却
で
き
る

が
、
未
達
な
ら
売
却
数
が
制
限

さ
れ
る
。
制
限
が
解
除
さ
れ
な

か
っ
た
分
の
株
は
会
社
に
返

す
。
指
標
は
投
下
資
本
利
益
率

(
R
O
I
C
)
、
1
株
あ
た
り

利
益
、
株
十
七
百
一
平
ん
率
(
T
S
R
)

な
ど
が
使
わ
れ
る
」

長
期
報
酬
に
現
金
を
支

払
う
形
態
も
あ
り
ま
す
。
株
式

で
あ
る
利
点
は
何
で
し
ょ
う

カ

「
株
式
公
開
企
業
の
経
営
陣

社長の要件指名委が検証
井
上
康
晴
氏

昨
伯
す
る
こ
と
な
く
後
継
者

の
評
価
を
行
っ
て
い
米
た
。
も

ち
ろ
ん
、
社
長
自
身
の
頭
の

中
に
は
あ
る
の
だ
ろ
う
が
、

そ
れ
を
頭
の
中
か
ら
外
に
山

し
、
言
語
化
・
体
系
伯
す
る

こ
と
は
、
要
件
の
ク
オ
リ
テ

ィ
ー
を
向
上
さ
せ
る
だ
け
で

な
く
、
ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ

イ
(
説
明
責
任
)
を
高
め
る

こ
と
に
も
つ
な
が
る
。

次
期
社
長
に
求
め
ら
れ
る

要
件
は
、
現
行
経
常
陣
が
責

任
を
持
っ
て
作
成
す
べ
き
内

界
な
の
で
、
指
名
委
員
会
は

そ
の
要
件
が
ど
の
よ
う
に
し

て
決
め
ら
れ
た
の
か
、
決
定

の
プ
ロ
セ
ス
に
対
し
て
多
角

的
な
検
討
を
行
っ
た
か
ど
う

か
を
中
心
に
検

証
す
る
こ
と
に

な
る
だ
ろ
う
。

指
名
委
員
会

は
意
思
決
定
機

関
で
は
な
く
、

ガ
パ
ナ
ン
ス
機

関
で
あ
る
。
従

っ
て
、
社
長
の

後
緋
者
を
誰
に

す
べ
き
か
と
い

う
社
長
人
事
そ

の
も
の
を
議
論

す
る
の
で
は
な

く
、
次
期
社
長

選
任
プ
ロ
セ
ス

が
台
理
的
で
妥

当
な
判
断
基
準

は
で
き
る
限
り
「
株
主
と
同
じ

船
に
乗
る
』
、
つ
ま
り
同
じ
方

向
を
向
く
こ
と
が
重
要
だ
。
株

式
を
持
つ
こ
と
で
、
株
価
の
上

昇
、
下
山
洛
と
も
に
責
任
を
持
つ

こ
と
に
な
る
」

「
現
金
を
使
う
一
株
式
増
加
権

(
S
A
R
)
は
、
株
価
が
値
上

が
っ
た
分
を
現
金
で
決
済
す

る
。
値
下
が
り
に
責
任
を
持
た

な
い
う
え
、
現
金
賞
与
な
の
で

法
人
税
法
上
の
担
金
算
入
が
で

き
な
い
」

米
で
は

P
S
の
比
率
高
く

R
S
は
S
O
と
質
的
な

違
い
が
あ
り
ま
す
か
。

「
経
済
効
果
と
し
て
は
、

R

S
も
新
株
予
約
権
を
使
っ
た
1

円
S
O
も
、
さ
ら
に
信
託
給
付
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型
の
株
式
報
酬
も
、
役
員
に
対

す
る
経
済
的
効
果
は
同
じ
だ
。

一
一
番
の
遭
い
は
、
い
つ
株
を
持

っ
か
と
い
う
こ
と
だ
。

R
S
は

最
初
に
必
ず
株
を
持
つ
が
、
1

円
S
O
は
株
を
買
う
一
権
利
が
も

ら
え
る
だ
け
で
、
権
利
行
使
は

保
ト
何
者
に
一
委
ね
ら
れ
る
。
株
式

の
保
有
の
促
進
と
い
う
目
的
に

お
い
て
は
R
S
は
手
っ
取
り
早

「
税
金
の
取
り
扱
い
の
違
い

も
大
き
い
。

R
S
は
会
社
側
か

ら
す
る
と
法
人
税
法
上
、
役
員

給
与
と
し
て
損
金
算
入
で
き

る
。
信
託
型
は
そ
れ
が
で
き
な

い
の
で
、
退
任
時
に
給
付
す
る

こ
と
で
担
金
算
入
が
で
き
る
よ

う
に
す
る
企
業
が
多
い
。
た
だ

役
員
が
退
任
後
に
株
を
持
つ
の

で
は
、
株
主
円
線
で
の
経
営
は

期
待
し
に
く
い
」

海
外
で
は
R
S
、
p
s

の
導
入
は
進
ん
で
い
る
の
で
し

ょ
う
か
。
「
米
国
で
は
業
績
と
報
酬
の

連
動
性
が
重
視
さ
れ
、
特
に
p

sの
比
率
が
高
ま
っ
て
い
る
。

た
だ
P
S
よ
り
『
P
S
ユ
ニ
ッ

ト
』
が
一
般
的
だ
。
株
式
を
あ

ら
か
じ
め
与
え
る
の
で
な
く
、

業
績
条
件
達
成
後
な
ど
に
初
め

て
付
与
す
る
も
の
だ
。
こ
れ
に

は
、
返
還
に
応
じ
な
か
っ
た
腸

合
な
ど
の
リ
ス
ク
を
避
け
る
口

的
が
あ
る
。
日
木
で
は
現
状
ユ

ニ
ッ
ト
型
だ
と
担
金
算
入
で
き

ず
、
今
の
ま
ま
で
は
使
い
に
く

優
秀
な
人
材
確
保
に
必
要

役
員
報
酬
へ
の
株
式
追

加
を
検
討
す
る
企
業
は
多
い
の

で
し
ょ
う
か
。

「
2
0
1
5
年
に
上
場
企
業

に
導
入
さ
れ
た
コ

l
ポ
レ
l
ト

ガ
パ
ナ
ン
ス
・
コ
ー
ド
で
も
役

員
報
酬
に
つ
い
て
現
金
報
酬
と

自
社
株
報
酬
と
の
割
台
を
適
切

に
設
定
す
る
よ
う
求
め
て
い

る
。
ガ
パ
ナ
ン
ス
改
革
の
流
れ

の
な
か
で
、
増
え
て
い
る
こ
と

は
間
違
い
な
い
。
た
だ
、
単
に

報
酬
総
額
を
増
や
し
た
い
の

か
、
株
式
保
有
を
促
進
さ
せ
た

-
プ
ロ
セ
ス
で
進
め
ら
れ
て

い
る
か
ど
う
か
を
議
論
す
る

こ
と
に
な
る
。

例
え
ば
、
指
名
委
員
で
あ

る
独
立
社
外
取
締
役
は
社
長

に
対
し
「
次
期
社
長
は
A
さ

ん
を
推
薦
し
て
い
る
が
、
そ

の
根
拠
は
」
「
次
期
社
長
が

担
う
べ
き
要
件
は
何
か
。
推

薦
す
る
候
補
者
群
は
そ
の
要

件
を
満
た
し
て
い
る
の
か
」

と
い
っ
た
質
問
や
指
摘
を
す
一

る
。
そ
れ
に
対
し
て
社
長

は
、
い
わ
ば
汗
を
か
き
な
が

ら
、
一
ヰ
懸
命
に
そ
の
根
拠

や
プ
ロ
セ
ス
を
説
明
し
指
名

委
員
会
の
盟
解
を
得
る
、
と

い
っ
た
や
り
と
り
が
ぶ
め
ら

れ
る
。す
な
わ
ち
、
指
名
委
員
会

は
徹
頭
徹
尾
ガ
パ
ナ
ン
ス
に

徹
し
、
社
長
が
主
導
し
て
進

め
て
い
る
次
期
社
長
選
任
プ

ロ
セ
ス
が
合
理
的
で
妥
当
性

の
一
両
い
も
の
で
あ
る
か
を
検

証
す
る
。
さ
ら
に
必
要
に
応

じ
て
ア
ド
バ
イ
ス
や
知
見
・

経
験
の
披
露
が
求
め
ら
れ
る

と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

(C)日本経済新聞社無断複製転載を禁じます。

あ
べ
・
な
お
ひ
こ
1
9
8
5
年
慶

大
向
卒
。
会
計
事
務
所
の
コ
ン
サ
ル
テ

ィ
ン
グ
部
門
、
人
事
コ
ン
サ
ル
会
社
な

ど
を
経
て
2
0
1
3
年
に
ペ
イ
・
ガ
パ

ナ
ン
ス
日
本
を
設
立
し
現
職
。
役
員
報

酬
の
専
門
家
と
し
て
法
規
制
や
会
計
、

税
務
の
知
見
に
基
づ
き
コ
ン
サ
ル
サ
ー

ビ
ス
を
提
供
す
る
。

い
の
か
、
中
長
期
の
業
績
連
動

報
酬
を
増
や
し
た
い
の
か
な

ど
、
盟
同
が
暖
昧
な
例
が
散
見

さ
れ
る
。
円
的
を
は
っ
き
り
さ

せ
、
必
要
に
応
じ
て
組
み
合
わ

せ
る
こ
と
が
重
要
だ
。
先
行
す

る
米
国
で
も
2
1
3
種
類
の
併

用
が
多
い
」

|
|
株
式
報
酬
は
従
業
員
に

対
し
て
有
効
だ
と
主
張
さ
れ
て

い
ま
す
ね
。

「
世
界
で
は
成
長
企
業
ほ
ど

株
式
報
酬
を
従
業
員
に
使
う
の

が
当
た
り
前
だ
。
人
工
知
能
(
A

I
)
や
臼
動
運
転
技
術
の
開
発

な
ど
、
最
先
端
分
野
の
優
秀
な

技
術
者
を
雇
う
に
は
株
式
報
酬

が
な
い
と
難
し
い
。
日
本
も
競

争
の
た
め
に
は
(
海
外
の
競
合

他
社
と
)
同
じ
道
具
を
整
え
る

こ
と
が
し
人
事
だ
」

株
式
報
酬
を
や
み
く
も

に
増
や
せ
ば
、
利
益
が
希
薄
化

し
て
既
存
株
主
か
ら
批
判
さ
れ

る
事
態
に
な
り
ま
せ
ん
か
。

「
総
発
行
株
式
数
の
5
%
、

ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
な
ら
叩
%
程

度
の
範
岡
で
最
大
限
に
活
崩
し

て
い
く
べ
き
だ
ろ
う
。
議
決
権

行
使
助
言
大
手
の
米
イ
ン
ス
テ

ィ
テ
ュ

l
シ
ョ
ナ
ル
・
シ
ェ
ア

ホ
ル
ダ
ー
・
サ
l
ビ
シ
l
ズ
(
I

S
S
)
な
ど
が
基
準
を
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
で
定
め
て
い
る
」

(
聞
き
手
は
森
田
司
)
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